
作成日

変更日

（１）基礎情報

ア．対象地域

人口

イ．計画期間

※目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直すものとする。

開始年月日

終了年月日

-

-

令和7年4月1日

令和12年3月31日

令和6年11月28日

令和７年11月４日(変更報告）

-

横須賀市、三浦市

132.25㎢

415,730人（令和５年10月１日現在）

１　計画の基本的な事項

地域の要件

離島、豪雪、山村、半島、
過疎地域に該当がある市町

村名

地域総面積（㎢）

地域内総人口（人）

　　構成市町村に一部事務組合等が含まれている場合、当該組合の状況

組合名称
（設立（予定）年月日）

計画期間※

-

5年

組合を構成する市町村

組合設立に関する、
今後の見通し

神奈川県 横須賀・三浦地域　第四期 循環型社会形成推進地域計画

地域の要件がその他の場合
は

具体的に記載
-

構成市町村等（作成者）名
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（２）対象地域における取組みに関する事項

ア．ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況

イ．プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容

実施地域

実施年度

実施方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

予定地域

予定年度

予定方法

上記が④も
しくは⑤の
場合、その

詳細

三浦市

令和９年度

①日本容器包装リサイクル協会への委託（プラ法32条のルート）

　神奈川県では、平成31年３月29日付け環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課長通知「持続
可能な適正処理の確保に向けたごみ処理の広域化及びごみ処理施設の集約化について」を受け、広域化・
集約化に関する基本的な考え方を改めて示し、持続可能な適正処理の確保に向けた広域化・集約化を推進
するため「神奈川県循環型社会づくり計画」の部門別計画として「神奈川県ごみ処理広域化・集約化計
画」を策定した。
　本計画において、当該地域は横須賀・三浦地域として位置づけられており、平成21年３月に作成した
「横須賀市三浦市ごみ処理広域化基本計画」に基づき、横須賀市に焼却施設（高効率発電施設）及び不燃
ごみ等選別施設（不燃資源物リサイクル施設）、三浦市に最終処分場を建設し、令和２年３月からごみ処
理の広域化を開始した。
　現在、三浦市では、施設老朽化に伴う施設改修に併せて、市内のごみ処理施設の集約化の検討を行って
おり、その検討結果を踏まえ、今後ストックヤード・サテライトセンターの整備を進めていく。
　なお、神奈川県は、令和６年３月29日付け環境省環境再生・資源循環局廃棄物適正処理推進課長通知
「中長期における持続可能な適正処理の確保に向けたごみ処理の広域化及びごみ処理施設の集約化につい
て」に基づき、「長期広域化・集約化計画」の策定に向けて検討を行っている。

神奈川県ごみ処理広域化・集約化計画

横須賀市

⑤その他（詳細は下記）

日本容器包装リサイクル協会への委託（プラ法32条のルート）及び環境省の認
定（プラ法33条のルート）の併用

－

実施しない（予定）地域

プラ要件化対象事業の実施

備考

実施予定の場合

確認した都道府県の
広域化・集約化計画の名称

実施済の場合

令和5年度
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ウ．対象地域における一般廃棄物処理有料化の状況

エ．対象地域における災害廃棄物処理計画の策定状況

横須賀市及び三浦市では、市内に仮置場の候補地を選定しており、発災時に災
害の規模や被災地区に応じて災害廃棄物の発生量から仮置場の必要面積を算出
した上で、土地利用調整等を行った後、仮置場を開設することとしている。

-

横須賀市（横須賀市災害廃棄物処理計画）
三浦市（三浦市災害廃棄物処理計画）

①構成市全てで策定済

①全ての構成市町村で導入済

-

有料化導入状況

未策定の構成市（策定予定時期）

備考

上記が④の場合、その詳細

未導入の構成市町村名

有料化導入に向けた検討状
況

※全ての構成市町村で導入
済の場合は記載不要

策定状況

策定済の構成市（計画の名称）
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２　循環型社会形成推進のための現状と目標（一般廃棄物の処理）

（１）一般廃棄物の処理の現状と目標（全域）

現状 目標

令和5年度 令和12年度 現状比

425,425 393,143 -7.6%

26,049 24,880 -4.5%

84,427 75,613 -10.4%

406 391 -3.7%

　その他排出量（トン） 15,919 15,027 -5.6%

　⑤総排出量（トン） 126,395 115,520 -8.6%

812 805 -0.9%

　再生利用量 41,616 39,434 -5.2%

33% 34%

　最終処分量 750 697 -7.1%

1% 1%

　エネルギー回収量 　年間の発電電力量（MWH） 38,569 35,643

　年間の熱利用量（GJ） - -

特記事項

　⑦総資源化量（トン）

　⑧埋立最終処分量（トン）

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、表１のとおり目
標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。

　排出量

　⑥1人1日当たりの排出量（ｇ/人日）

　④1人1日当たりのごみ排出量（ｇ/人日）

　③生活系ごみ排出量（トン）

　②事業系ごみ排出量（トン）

　表１　減量化、再生利用に関する現状と目標

　①総人口（人）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

・その他排出量には集団回収量を含む。

※　別添資料として①～⑧に関する過去及び将来推計のトレンドグラフを添付する。

⑤総排出量：②＋③＋その他排出量の和〔単位：トン〕

②③排出量：対象地域において出されたごみの量（資源含む。集団回収されたごみを除く）〔単位：トン〕
　　　　　　※事業系・生活系それぞれで記載。

⑥1人1日当たりの排出量：⑤*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ/人日〕

⑦総資源化量：事業系の資源ごみ量＋生活系の資源ごみの量＋集団回収量等の和〔単位：トン〕

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量〔単位：MWh〕及び熱利用量〔単位：GJ〕

その他排出量：②、③に該当しない排出量〔単位：トン〕

④1人1日当たりのごみ排出量：（生活系ごみ排出量－生活系資源ごみの量）*10^6/総人口/年間日数〔単位：ｇ
/人日〕

⑧最終処分量：埋立処分された量〔単位：トン〕

≪用語の定義≫　下記のとおり表１で用いる用語の定義を行う。
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予測・目標における数値のうち、②③④が増加予測となるものもがある場合はその理由を記載

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

一般廃棄物（ごみ）処理基本計画の目標値と直近の実績値に乖離が生じているため、直近の実績を反映した目
標値を地域計画の目標値としている。
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（２）一般廃棄物の処理の現状と目標のフロー図（全域）

令和5年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

126,395 t
リサイクル率

32.9%

処理残さ量

25,352 t
排出量 計画処理 22.9%

110,476 t
100.0% 減量化量

75,039 t
自家処理量 67.9% 最終処分量

750 t
0.7%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

令和12年度

集団回収量 総資源化量 総排出量

115,520 t
リサイクル率

34.1%

処理残さ量

24,092 t
排出量 計画処理 24.0%

100,493 t
100.0% 減量化量

75,252 t
自家処理量 74.9% 最終処分量

697 t
0.7%

※端数処理により割合・合計が合わないことがある。

0 t
0 t

0.0%

処理後再生利用量

直接資源化量 処理後再生利用量

24,601 t
22.3%

99.0%

1.0%

0.7%

中間処理量

直接最終処分量

直接最終処分量

15,027 t

0 t

直接資源化量

100,493 t
697 t

23.3%

0.7%

1.1%

98.9%
99,344 t

39,434 t

0 t

0.0%

現状の一般廃棄物の処理状況フロー

中間処理量 処理後最終処分量

目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー

処理後最終処分量

23,395 t1,149 t

1,096 t

15,919 t 41,616 t

110,476 t
109,380 t 751 t
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（３）各構成市町村の一般廃棄物の処理の現状と目標

現状

令和5年度 令和12年度 現状比

22,062 21,303 -3.4%

74,292 66,728 -10.2%

15,734 14,890 -5.4%

112,088 102,921 -8.2%

36,351 34,024 -6.4%

32% 33%

697 644 -7.6%

1% 1%

現状

令和5年度 令和12年度 現状比

3,987 3,577 -10.3%

10,135 8,885 -12.3%

185 137 -25.9%

14,307 12,599 -11.9%

5,265 5,410 2.8%

37% 43%

53 53 0.0%

0% 0%

　再生利用量
　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　最終処分量
　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

目標

目標

　排出量

　事業系ごみ排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　総排出量（トン）

横須賀市

三浦市

　総排出量（トン）

　その他排出量（トン）

　生活系ごみ排出量（トン）

　事業系ごみ排出量（トン）

　総資源化量（トン）

　総排出量に占める総資源化量の割合

　埋立最終処分量（トン）

　総排出量に占める埋立最終処分量の割合

　排出量

　再生利用量

　最終処分量
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（１）処理体制

（２）処理施設等の整備

３　目標達成に向けた施策（一般廃棄物の処理）

横須賀市では、平成16年度から市による事業系ごみの収集を廃止し、許可業者収集または広域処理施設へ
の直接搬入（有料）を原則としている。また、事業系の植木剪定枝については、原則、排出事業者が自ら
資源化事業者に引き渡すこととし、資源化事業者で受け入れることができない場合は、横須賀市の施設に
搬入して資源化している。さらに、日量50kg以上の多量排出事業者には、排出実績及び減量化・資源化計
画書の提出を求め指導を行い、事業系ごみの発生抑制を図っている。
三浦市では、平成15年度から、事業系一般廃棄物の全面有料化を図っており、日量10kg未満の排出事業者
は、ごみ集積所に指定袋・指定シール（有料）により排出することができるようにしているほか、日量
10kg以上の多量排出事業者は、許可業者収集または処理施設への直接搬入（有料）によるものとしてい
る。
今後も事業者への指導の強化や処理体制の見直しなどを図るとともに、さらなる発生抑制と分別の徹底に
より、減量化・資源化を推進する。

　上記（１）の今後の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表３のとおり必要な施設整備、表４のと
おり計画支援事業等を行う。また、参考として現有施設の一覧を表５で示す。

　　ア．生活系ごみの処理体制の現状と今後

分別区分及び処理方法については、表２のとおりである。
分別区分は、広域処理を行っている可燃ごみ、不燃ごみ及び粗大ごみについて２市で概ね統一が図られて
いるが、資源ごみとして排出された紙類、繊維類、プラスチック類、缶・びん類等については、選別、圧
縮などの処理を各市ごとに行い、資源化している。
また、各種リサイクル法への対応や減量化・資源化策の実施については、各市の課題や状況に応じてそれ
ぞれ目標を設定し、施策を実施している。
広域処理の円滑な実施に向け、今後も発生抑制、分別排出の徹底、水切りの徹底、再使用など、生活系ご
みの減量化を推進する。
なお、今後三浦市においては、令和９年度にプラスチック資源の一括収集及び再商品化を開始できるよ
う、分別変更及び市民周知なども含め必要な準備を進める。

　　ウ ．一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後

２市によるごみ処理の広域化において、広域処理施設では産業廃棄物を取り扱わないこととしている。

また横須賀市では、平成25年度から市の廃棄物処理施設における産業廃棄物の受け入れを全面的に廃止し
ている。

　　イ．事業系ごみの処理体制の現状と今後 
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表２　横須賀・三浦地域各市町村の生活系ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

分別区分 処理方法
処理施設

等
分別区分 処理方法

処理施設
等

分別区分 処理方法
処理施設

等
分別区分 処理方法

処理施設
等

燃せるごみ 焼却 燃せるごみ 焼却
横須賀ごみ
処理施設

燃せるごみ 焼却 燃せるごみ 焼却
横須賀ごみ
処理施設

不燃ごみ 破砕選別 不燃ごみ 破砕選別
横須賀ごみ
処理施設

不燃ごみ 破砕選別 不燃ごみ 破砕選別
横須賀ごみ
処理施設

缶・びん・
ペットボト
ル

粗大ごみ 破砕選別
横須賀ごみ
処理施設

缶・びん・
ペットボト
ル

粗大ごみ 破砕選別
横須賀ごみ
処理施設

プラスチッ
ク資源

ペットボト
ル

リサイクル
民間リサイ
クル業者

プラスチッ
ク資源

ペットボト
ル

リサイクル
民間リサイ
クル業者

段ボール・
紙パック・
その他の紙

容器包装プ
ラスチック

リサイクル
環境セン
ター

段ボール・
紙パック・
その他の紙

プラスチッ
ク資源

リサイクル 調整中

新聞・雑
誌・古着・
古布・缶以
外の金属

民間リサイ
クル事業者

びん缶・金
物類

リサイクル 委託

新聞・雑
誌・古着・
古布・缶以
外の金属

民間リサイ
クル事業者

びん缶・金
物類

リサイクル 委託

使用済み乾
電池

委託

新聞・雑
誌・段ボー
ル・紙パッ
ク・その他

リサイクル
民間リサイ
クル業者

使用済み乾
電池

委託

新聞・雑
誌・段ボー
ル・紙パッ
ク・その他

リサイクル
民間リサイ
クル業者

粗大ごみ・
破砕できな
いごみ

破砕選別
横須賀ごみ
処理施設

乾電池 リサイクル 委託
粗大ごみ・
破砕できな
いごみ

破砕選別
横須賀ごみ
処理施設

乾電池 リサイクル 委託

使用済み小
型家電

委託 小型家電 リサイクル 委託
使用済み小
型家電

委託 小型家電 リサイクル 委託

枝草 委託 蛍光管類 リサイクル 委託 枝草 委託 蛍光管類 リサイクル 委託

廃蛍光管 委託 古着古布 リサイクル
民間リサイ
クル業者

廃蛍光管 委託 古着古布 リサイクル
民間リサイ
クル業者

その他
民間リサイ
クル事業者

植木剪定枝 堆肥化 委託 その他
民間リサイ
クル事業者

植木剪定枝 堆肥化 委託

リサイクル

今　　　後（令和11年度）現　　　状（令和５年度）

横須賀市 三浦市横須賀市 三浦市

リサイクル

横須賀ごみ
処理施設

リサイクル
プラザ

横須賀ごみ
処理施設

リサイクル

リサイクル
プラザ

リサイクル

9



表３－Ａ　マテリアルリサイクル推進等のための整備事業

事業番号 1

施設名称 三浦市環境センター

事業主体 三浦市

工種 新設工事

事業目的
（新設・改良等の理由）

老朽化した施設の建
て替え及び集約化

施設種別 ストックヤード

処理方式 保管・積替え

処理能力（単位） 1,476㎡

事業期間 R2～R11

竣工（事業完了）予定年月 R11

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」
三浦市環境センター

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水想定なし

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化地域計画
（計画の名称）

－

プラ要件化の
経過措置の適用

○

プラ施設整備事業 ○

CO2削減率
※改良事業の場合

－

スラグの利用計画
※灰溶融施設を整備する場合

－
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ストック対象物
※ストックヤードを整備

する場合

びん缶、プラスチッ
ク資源、紙類、古着
古布、金物類、乾電
池、小型家電、蛍光
管類、枝木草葉

備考
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表３－Ｃ　廃棄物運搬中継のための整備事業

事業番号 2

施設名称 三浦市環境センター

事業主体 三浦市

工種 新設工事

事業目的
（新設等の理由）

老朽化した施設の建
て替えに併せた中継
施設の整備

型式及び処理方式
大型運搬車への積替

え

処理能力（単位） 129㎡

事業期間 R8～R11

竣工（事業完了）予定年月 R11

設置予定地
※検討中の場合は「未

定」
三浦市環境センター

想定される浸水深
※未定の場合は記載不要

浸水想定なし

浸水対策

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

－

プラ要件化の経過措置 ○

プラ施設整備事業 －

関連する広域化・集約化
事業の概要

横須賀市とのごみ処
理広域化

施設へのごみの直接持ち
込みの有無

有

取扱う収集品目
可燃ごみ・不燃ご
み・粗大ごみ

備考
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表４　施設整備に関する計画支援事業等

事業番号 ① ②

関連する本体事業の番
号

1 2

事業名
施設整備に関する計

画支援事業
施設整備に関する計

画支援事業

事業主体 三浦市 三浦市

事業目的
ストックヤード整備

のため
廃棄物運搬中継施設

整備のため

事業概要 実施設計 実施設計

環境省所管（循環交付金
等）の活用を予定

※「○」の場合は以下の項目
を記載すること

○ ○

プラ要件の経過措置 ○ ○

プラ施設整備事業 ○ －

備考
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表５　現有施設一覧

施設種別 焼却施設
不燃ごみ等選別施

設
容器包装

中間処理施設
焼却施設 粗大ごみ処理施設 ごみ処理施設

容器包装リサイク
ル施設

最終処分場 最終処分場

施設名
横須賀ごみ処理施

設
横須賀ごみ処理施

設
横須賀市

リサイクルプラザ
横須賀市南処理工

場
横須賀市南処理工

場
三浦市環境セン

ター
三浦市清掃事業所

三浦市一般廃棄物
最終処分場

三浦市一般廃棄物最
終処分場西岩堂埋立

地

施設所有主体 横須賀市 横須賀市 横須賀市 横須賀市 横須賀市 三浦市 三浦市 三浦市 三浦市

型式及び処理方式 ストーカ式 破砕・選別 選別・圧縮梱包 ストーカ式 破砕・選別
高速堆肥化・圧縮

梱包
選別・圧縮梱包 クローズド型埋立

セル・サンドイッ
チ準好気性埋立

処理能力（単位） 焼却 360t/日 破砕 30t/5ｈ 220t/日 焼却 600t/日 破砕 60t/日 61t/日 ４ｔ/日 48,900㎥ 232,150㎥

エネルギー回収の有無 有 － － 有 － － － － －

竣工年月 R2.2 R2.2 H13.3 S58.9 S58.9 H3.4 S45.2 R2.2 H3.4

廃止又は休止（予定）年月 未定 未定 未定 R2年度 R2年度 未定 R10 R19 未定

施設所在地
横須賀市長坂５丁目

１番１号
横須賀市長坂５丁目

１番１号
横須賀市浦郷町
５丁目2931番地

横須賀市神明町
2187番地

横須賀市神明町
2187番地

三浦市南下浦町毘
沙門11-2

三浦市三崎町六合
1004-3

三浦市三崎町六合
1848番1

三浦市南下浦町毘
沙門1673-1

想定される浸水深 浸水想定なし 浸水想定なし 浸水深１～３ｍ 浸水想定なし 浸水想定なし 浸水想定なし 浸水想定なし 浸水想定なし 浸水想定なし

浸水対策

プラットホームのレベルを
浸水水位以上としている。
災害時に施設稼働が出来な
くなった場合は、近隣市町
村や神奈川県との相互援助
協定に基づき協力を依頼す
る。

交付金を活用した解体を
実施する場合、その交付

条件

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

関連する新設事業番号
※表３の事業番号

１，２

備考
現有施設は横須賀
ごみ処理施設の稼
働開始に伴い廃止

現有施設は横須賀
ごみ処理施設の稼
働開始に伴い廃止
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４　循環型社会形成推進のための現状と目標（生活排水の処理）

（１）生活排水の処理に関する現状と目標（全域）

現状　: 令和5年度 目標　: 令和12年度

人口 構成比 人口 構成比

379,959 89.4% 356,683 90.8%

0 0.0% 0 0.0%

16,507 3.9% 17,301 4.4%

396,466 93.3% 373,984 95.2%

25,693 6.1% 16,546 4.2%

2,779 0.7% 2,402 0.6%

28,472 6.7% 18,948 4.8%

424,938 100.0% 392,932 100.0%

4,448 4,855

26,912 18,357

31,360 23,212

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

生活排水の処理については、表６に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備等を進めていくものとす
る。

表６　生活排水処理に関する現状と目標

処
理
形
態
別
人
口

し
尿
・
汚
泥
の
量

公共下水道（人）

農業集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

小計：汚水衛生処理人口（人）

単独処理浄化槽（人）

合計（キロリットル）

非水洗化人口（人）

小計：未処理人口（人）

合計：総人口（人）

汲取りし尿量（キロリットル）

浄化槽汚泥量（キロリットル）
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（２）各構成市町村の生活排水処理に関する現状と目標

人口 構成比 人口 構成比

366,712 95.3% 344,571 96.1%

0 0.0% 0 0.0%

3,332 0.9% 6,909 1.9%

370,044 96.2% 351,480 98.1%

14,202 3.7% 6,786 1.9%

417 0.1% 130 0.0%

14,619 3.8% 6,916 1.9%

384,663 100.0% 358,396 100.0%

1,843 2,300

10,568 5,400

12,411 7,700

人口 構成比 人口 構成比

13,247 32.9% 12,112 35.1%

0 0.0% 0 0.0%

13,175 32.7% 10,392 30.1%

26,422 65.6% 22,504 65.2%

11,491 28.5% 9,760 28.3%

2,362 5.9% 2,272 6.6%

13,853 34.4% 12,032 34.8%

40,275 100.0% 34,536 100.0%

2,605 2,555

16,344 12,957

18,949 15,512合計（キロリットル）

合計：総人口（人）

汲取りし尿量（キロリットル）

浄化槽汚泥量（キロリットル）

三浦市

公共下水道（人）

農業集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

小計：汚水衛生処理人口（人）

単独処理浄化槽等（人）

非水洗化人口（人）

小計：未処理人口（人）

処
理
形
態
別
人
口

し
尿
・
汚
泥
の
量

合計：総人口（人）

汲取りし尿量（キロリットル）

浄化槽汚泥量（キロリットル）

公共下水道（人）

農業集落排水施設等（人）

合併処理浄化槽等（人）

小計：汚水衛生処理人口（人）

単独処理浄化槽等（人）

横須賀市

処
理
形
態
別
人
口

し
尿
・
汚
泥
の
量

合計（キロリットル）

非水洗化人口（人）

小計：未処理人口（人）

令和5年度

令和12年度

目標

実績

実績

目標

令和5年度

令和12年度
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（１）処理体制

（２）合併処理浄化槽の整備

５　目標達成に向けた施策（生活排水の処理）

　　ア 生活排水処理の現状と今後

横須賀・三浦地域では、生活排水による公共用水域の汚濁防止等の観点から、引き続き、下水道の整備及
び接続の促進を図る。
また、下水道事業計画区域外については、既存の汲み取り及び単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への設
置換えにおける費用の一部補助により合併処理浄化槽の普及促進を図る。

合併処理浄化槽の整備については、表７のとおり行う。
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表７　浄化槽事業等のための整備事業※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付

事業番号 3 4

事業主体 横須賀市 三浦市

事業名称 浄化槽設置整備事業 浄化槽設置整備事業

現有設備の内容

直近の整備済み基数
（基）

（令和５年度）
344基 323基

処理人口（人） 1,319人 13175人

整備計画

整備計画基数（基） 50基 55基

整備計画人口（人） 190人 190人

事業期間 R7～R11 R7～R11

国土強靭化計画への記載
（計画の名称）

－ －

備考
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（１）地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく

６　関連するその他の施策

　　ア　ごみ減量・リサイクル促進のための施策内容

横須賀市では、ごみの減量化・資源化促進に向けた施策として、分別パンフレットや分別アプリ等による
分別の周知啓発、児童や生徒に対するごみ教室の開催や啓発冊子の発行、ごみトークやごみ問題学習会の
開催、リサイクルプラザや横須賀ごみ処理施設の見学による周知啓発のほか、生ごみ減量化処理機器購入
補助制度を実施している。また、市民や事業者を対象としたごみの排出指導の実施に加え、廃棄物処理に
おいて様々な資源化施策を行っている。
三浦市では、ごみ減量・リサイクル促進のための施策を、毎年「ごみダイエット大作戦アクションプログ
ラム」として策定し、計画的な実施に努めている。市内小学校への出前授業のほか、生ごみ処理器の普
及、食品ロス対策、事業系ごみの適正排出等に取り組み、市民・事業者に対して協力を呼びかけている。

　　イ　プラスチック資源に関する施策内容

横須賀市では、令和５年10月より、容器包装プラスチックと製品プラスチックの一括収集及び再商品化を
実施している。対象の製品プラスチックは「プラスチックのみでできている製品」に限定しており、プラ
スチック資源循環促進法第32条の指定法人ルートと第33条の再商品化計画ルートを併用して、再商品化を
行っている。
三浦市では、令和９年度にプラスチック資源の一括収集及び再商品化を開始できるよう、分別変更及び市
民周知なども含め必要な準備を進める。

横須賀市では、事業系ごみについて、施設搬入に係る処理手数料を10kgあたり150円の従量制により徴収
している。
生活系ごみについては、粗大ごみは、戸別収集及び施設搬入でも受け入れており、ともに処理手数料を徴
収している。可燃ごみ･不燃ごみ等の収集については、有料化は実施していないが、施設搬入については
10kgあたり150円の処理手数料を徴収している。

三浦市では、事業系ごみについて、自己搬入に係る処理手数料を1kgあたり15円の従量制により徴収して
いるほか、日量10kg未満の排出事業者がごみ集積所に排出し、市に処理委託する場合は、指定袋及び指定
シールにより処理手数料を徴収している。また、日量10㎏以上の排出事業者については市が収集せず、許
可業者による収集または自己搬入により処理手数料を徴収している。
生活系ごみの粗大ごみについては、戸別収集のほか自己搬入でも受け入れており、ともに処理手数料を徴
収している。可燃ごみ・不燃ごみ等の収集については、有料化は実施していないが、自己搬入については
1kgあたり15円の処理手数料を徴収している。

生活系ごみの有料化は、ごみの発生抑制や排出抑制が進み、ごみの減量化に効果があると考えられるが、
現状では横須賀・三浦地域のごみ量は減少傾向にあるため、当面は有料化を実施する状況にはない。今後
は、更なる減量化の必要性、経済的負担を課して実施する必要性や費用負担の公平性、不法投棄防止対策
などについて調査研究し、住民及び関係者の意見を聞きながら検討を進める必要がある。

　　ウ　ごみ処理手数料有料化の実施内容

　　エ　リチウム蓄電池に関する対策

横須賀市では、使用済み小型充電式電池について、市施設等に設置された回収ボックスによる拠点回収を
行っている。また、充電式電池使用製品については、「破砕できないごみ」として小型家電回収ボックス
による拠点回収を行っている。
三浦市では、リチウム蓄電池内蔵家電については、「破砕できないごみ」として分別回収しているほか、
市内６箇所に設置した小型家電回収ボックスでの拠点回収を行っているが、他の分別品目への混入が散見
されることから，事故の未然防止のため適切な排出の促進に係る周知・広報活動を積極的に行う。また、
リチウム蓄電池のみ排出する場合は、現時点で購入した販売店での店頭回収又は市内２箇所の充電式電池
リサイクルボックスでの拠点回収のみとなっており、先進地事例や国等の動向を注視し回収ルートの拡大
を進める。
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　　カ　災害時の廃棄物処理に関する事項

　　オ　事業系ごみに関する施策内容

　横須賀市では、平成16年度から市による事業系ごみの収集を廃止し、許可業者収集または広域処理施設
への直接搬入（有料）を原則としている。また、事業系の植木剪定枝については、原則、排出事業者が自
ら資源化事業者に引き渡すこととし、資源化事業者で受け入れることができない場合は、横須賀市の施設
に搬入して資源化している。さらに、日量50kg以上の多量排出事業者には、排出実績及び減量化・資源化
計画書の提出を求め指導を行い、事業系ごみの発生抑制を図っている。
　三浦市では、平成15年度から、事業系一般廃棄物の全面有料化を図っており、日量10kg未満の排出事業
者は、ごみ集積所に指定袋・指定シール（有料）により排出することができるようにしているほか、日量
10kg以上の多量排出事業者は、許可業者収集または処理施設への直接搬入（有料）によるものとしてい
る。
　今後も事業者への指導の強化や処理体制の見直しなどを図るとともに、さらなる発生抑制と分別の徹底
により、減量化・資源化を推進する。

神奈川県では、平成24年3月29日付で「災害時における神奈川県内の市町村の相互応援に関する協定」を
神奈川県、神奈川県市長会、神奈川県町村会と結んでおり、災害時における必要な資機材及び物資の提
供、応急復旧等に必要な職員の派遣を行うこととしている。
また２市はともに地域防災計画に基づき、大規模な災害が発生した場合は、直ちに被害状況を把握し、災
害ごみ発生量の予測、被害を受けたごみ処理施設の応急復旧措置、災害ごみの収集処理などの活動を行う
こととしている。
今後は、各自治体の地域防災計画や当該協定等を踏まえ、災害時に発生する廃棄物の処理を広域的に行う
とともに、神奈川県、近隣自治体とも連携し災害時の廃棄物処理体制の確保を図る。

　　キ　生活排水対策

横須賀・三浦地域では、生活排水による公共用水域の汚濁防止等の観点から、下水道の整備及び接続の促
進、また下水道事業計画区域外については合併処理浄化槽の普及促進を図っている。
さらに、発生源による水質保全について、広報紙や各種の催しなどを通じて啓発を行っている。
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（１）計画のフォローアップ

（２）事後評価及び計画の見直し

７　計画のフォローアップと事後評価

２市において毎年、計画の進捗状況を把握し、必要に応じて、神奈川県及び国と意見交換をしつつ計画の
進捗状況を勘案し、計画の見直しを図る。

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに計画の事後評価、
目標達成状況の評価を行い、結果を公表する。
なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すものとする。
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

1,284,330 1,276,245 823,671 820,023 0 0 0 565,849 254,174

1 三浦市 1476 ㎡ R7 R11 R8 R11 1,284,330 1,276,245 823,671 820,023 0 0 0 565,849 254,174 全体の事業期間：R2～R11

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 389,219 0 250,084 0 0 0 172,568 77,516

2 三浦市 129 ㎡ R8 R11 R8 R11 389,219 250,084 0 0 0 172,568 77,516

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0

85,039 51,700 29,326 27,489 27,489 0 0 0 0

① 三浦市 R7 R7 R7 R7 74,770 48,461 27,489 27,489 27,489 全体の事業期間：R4～R7

② 三浦市 R7 R7 R7 R7 10,269 3,239 1,837 1,837 1,837 全体の事業期間：R4～R7

0

適正な最終処分のための整備事業

計画支援事業等

事業番号1のための計画支援

廃棄物運搬中継のための整備事業

三浦市環境センター

有機性廃棄物リサイクル推進のための整備事
業

マテリアルリサイクル推進等のための整備事
業

三浦市環境センター

エネルギー回収等のための整備事業

総括表（交付期間における各交付対象事業の概算事業費）

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間
交付対象事業費（千円）

備　　考

施　設　名　称　等

し尿処理施設の改良事業等

事業番号2のための計画支援
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総事業費（千円）

単位 開始 終了 開始 終了
複数計画
合算費

現計画での
総事業費

複数計画
合算費

合計 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度

事　業　種　別
事業
番号

事業主体
名　　称

規　模 事業期間
交付金交付

期間
交付対象事業費（千円）

備　　考

施　設　名　称　等

108,434 108,434 24,989 22,800 27,453 16,596 16,596

3 横須賀市 R7 R11 R7 R11 39,050 39,050 7,810 7,810 7,810 7,810 7,810

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

50 基 39,050 39,050 7,810 7,810 7,810 7,810 7,810

既設の浄化槽改築事業 基 0

浄化槽災害復旧事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

0

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

基 0

既設の浄化槽改築事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

4 三浦市 R7 R11 R7 R11 69,384 69,384 17,179 14,990 19,643 8,786 8,786

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

55 基 43,930 43,930 8,786 8,786 8,786 8,786 8,786

既設の浄化槽改築事業 基 0

浄化槽災害復旧事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 25,454 25,454 8,393 6,204 10,857 0 0

0

浄化槽整備事業（下記事業を除
く）

基 0

既設の浄化槽改築事業 基 0

少人数高齢世帯の維持管理負担軽
減事業

基 0

浄化槽整備効率化事業費 0

1,369,369 1,825,598 852,997 1,206,030 52,478 22,800 27,453 755,013 348,286合     　　計

浄化槽事業等のための整備事業

浄化槽設置整備事業

内
訳

公共浄化槽等整備推進事業

内
訳

浄化槽設置整備事業

内
訳

公共浄化槽等整備推進事業

内
訳
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一般廃棄物の処理の実績と予測

目標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

①総人口（人） 439,944 435,691 430,184 425,425 419,508 415,957 411,566 407,071 402,491 397,843 393,143

②事業系ごみ排出量
（トン）

25,048 25,434 26,282 25,856 25,721 25,742 25,659 25,571 25,362 25,220 24,880

③生活系ごみ排出量
（トン）

95,848 92,776 89,532 84,620 83,911 82,954 81,169 79,432 78,149 76,918 75,613

④1人1日当たりの
ごみ排出量
（ｇ/人日）

447 437 426 408 407 403 402 397 394 394 391

その他排出量
（トン）

19,572 18,391 17,098 15,919 15,797 15,671 15,540 15,410 15,280 15,152 15,027

⑤総排出量
（トン）

140,468 136,601 132,912 126,395 125,429 124,367 122,368 120,413 118,791 117,290 115,520

⑥1人1日当たりの
排出量
（ｇ/人日）

872 859 846 814 817 819 815 810 806 808 805

⑦総資源化量
（トン）

47,275 45,573 43,682 41,616 42,309 41,934 41,333 40,744 40,292 39,850 39,434

⑧埋立最終処分量
（トン）

764 739 690 750 787 785 767 757 739 704 644

生活系ごみ排出量
のうち資源化量
（トン）

23,858 23,351 22,717 21,214 21,398 21,730 20,752 20,385 20,071 19,762 19,508

年間日数
（日）

366 365 365 365 366 365 365 365 366 365 365

指標・単位

予測過去の状況・現状



19,572 18,391 17,098 15,919 15,797 15,671 15,540 15,410 15,280 15,152 15,027 

95,848 92,776 89,532 84,620 83,911 82,954 81,169 79,432 78,149 76,918 75,613 

25,048 25,434 26,282 
25,856 25,721 25,742 25,659 25,571 25,362 25,220 24,880 

140,468 136,601 132,912 
126,395 125,429 124,367 122,368 120,413 118,791 117,290 115,520 

0
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令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 事業系ごみ、生活系ごみ、その他排出量の推移

②事業系ごみ排出量

（トン）

③生活系ごみ排出量

（トン）

その他排出量

（トン）

47,275 
45,573 

43,682 
41,616 42,309 41,934 41,333 40,744 40,292 39,850 39,434 

764 739 690 750 787 785 767 757 739 704 644 
0

5,000

10,000

15,000

20,000
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30,000

35,000
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45,000

50,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

過去の状況・現状 予測 目標

（トン） 総資源化量と埋立て最終処分量の推移

⑦総資源化量

（トン）

⑧埋立最終処分量

（トン）



439,944 
435,691 

430,184 
425,425 

419,508 
415,957 

411,566 
407,071 

402,491 
397,843 

393,143 

360,000

370,000
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450,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

過去の状況・現状 予測 目標

（人） 総人口の推移

①総人口（人）

447 437 426 408 407 403 402 397 394 394 391 

872 859 846 
814 817 819 815 810 806 808 805 

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

過去の状況・現状 予測 目標

（ｇ/人日） １人１日当たりのごみ排出量・１人１日当たりの排出量の推移

④1人1日当たりの

ごみ排出量

（ｇ/人日）

⑥1人1日当たりの

排出量

（ｇ/人日）



目標

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度

総人口（人） 440,122 435,797 430,281 424,938 419,376 415,746 411,355 406,860 402,280 397,632 396,741

388,988 386,204 383,548 379,959 376,000 373,650 370,424 367,188 363,922 360,584 360,492

88.4% 88.6% 89.1% 89.4% 89.7% 89.9% 90.0% 90.2% 90.5% 90.7% 90.9%

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

16,358 16,519 16,544 16,507 16,003 16,669 16,795 16,921 17,048 17,174 17,301

3.7% 3.8% 3.8% 3.9% 3.8% 4.0% 4.1% 4.2% 4.2% 4.3% 4.4%

未処理人口（人） 34,776 33,074 30,190 28,472 27,373 25,427 24,137 22,751 21,311 19,874 18,948汚水衛生未処理人口

生活排水の処理の実績と予測

　指標・単位

公共下水道（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

集落排水施設等（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

合併処理浄化槽等（人）
汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

予測過去の状況・現状

34,776 33,074 30,190 28,472 27,373 25,427 24,137 22,751 21,311 19,874 18,948

16,358 16,519 16,544 16,507 16,003 16,669 16,795 16,921 17,048 17,174 17,301

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

388,988 386,204 383,548 379,959 376,000 373,650 370,424 367,188 363,922 360,584 360,492

440,122 435,797 430,281 424,938 419,376 415,746 411,355 406,860 402,280 397,632 396,741
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合併処理浄化槽等
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神奈川県 横須賀・三浦地域　第四期 循環型社会形成推進地域計画　対象区域図



地域内の施設位置図

横須賀市

三浦市

横須賀ごみ処理施設

横須賀市リサイクルプラザ

横須賀市南処理工場

三浦市環境センター三浦市清掃事業所

三浦市一般廃棄物最終処分場

三浦市一般廃棄物最終処分場西岩堂埋立地



：浄化槽整備区域

横須賀市

三浦市

葉山町

横浜市

逗子市

浄化槽整備区域図（横須賀市）



が下水道整備区域であり、

それ以外の区域が浄化槽整備区域

となる。

浄化槽整備区域図（三浦市）



横須賀市リサイクルプラザ


